（連合）政策ニュースレター第423号

予防給付の見直し、特養の重点化など議論

第51回社会保障審議会 介護保険部会

連合政策ニュースレターより、標記内容についての報告がありましたので、以下の通りお知らせいたします。

第51回社会保障審議会介護保険部会が10月30日（水）、都内会場で開かれた。部会の議論は二巡目に入り、予防給付の見直しと地域支援事業、特別養護老人ホームの重点化などについて議論した。

　事務局から新しい地域支援事業における給付の伸び率の上限を後期高齢者人口の伸び率に引き下げて総額を抑える案が示され、説明を求める意見が出された。新地域支援事業への移行について連合委員は、保険料納付と権利としての給付である社会保険制度の原則から外れる問題点を指摘した。特別養護老人ホームに入居できる高齢者を、中重度の人に限定した当初の案に例外を設ける提案に対しては、委員の賛否が分かれた。連合からは平川則男・生活福祉局長が出席した。

　主な議論内容は、以下のとおり。

＜予防給付の見直しと地域支援事業の充実について＞

（委員）示された考え方は総論として賛成だが、新しい地域支援事業の給付費の伸び率に上限を設定することに対して、市町村には不安や反発がある。保険者が実情に応じた取り組みができるような制度設計や財源の確保をお願いしたい。

（委員）介護従事者は、サービス時間の短縮による利用者とのコミュニケーションが低下することにより、利用者の不安が増大すると考えている。自らの自慢や生き様について話すことは、自己の肯定や尊厳につながる。事務局が提案する地域での「交流」や「活動」の場でそれができるだろうか。専門職としての介護労働者のほうが話しやすいのではないか。

（委員）予防給付から地域支援事業への移行については撤回すべき。また、地域ケア会議への利用者・家族の参加と発言の保障、議事録の公開を求めたい。

（委員）地域ケア会議は、地域包括ケアシステムの実現に向けての有効なツールと考える。単なるケアプランチェックの場とならないようにしてほしい。

（委員）サービスの質を維持するため、地域の実情に配慮することを前提としつつも、全国一律の基準を設けるべきだ。

（委員）財源を考えると、要支援１のみを新地域支援事業に移行し、現行どおり要支援2は保険給付で存続すべきである。

（委員）事務局の考え方に賛成で、市町村の裁量を積極的に認めて、経験の蓄積を行うべきだ。財源の格差をケアする必要はあるが、地域ごとのニーズに差があるのは当然だ。

（委員）2号被保険者の保険料が引き続き地域支援事業に充てられるのは理屈に合わない。財源構成を見直し、2号被保険者の保険料は財源から外すべき。また、サービスごとの上限単価の設定はどのように行うのか。

（委員）事業費の単価設定は介護従事者の処遇に関わることであり、その指針を示してほしい。

（事務局）上限の設定は、ご意見をいただきながら検討する。

（委員）誰が一貫して利用者を見ていくのか。様々な人が関わると逆に情報共有などが難しいのではないか。

（委員）実施にあたり給付から事業への移行は、混乱のないようにすべきだ。不服があった際の申立てのケースについても検討しておく必要がある。

（連合委員）新しい地域支援事業の財源構成では、公費と1号と新たに2号の保険料が充当されることとなっている。社会保険制度である介護保険制度は、個人給付が原則のはず。保険料の納付があり、その納付の権利として個人への給付が担保される仕組みとなっている。しかし、市町村事業は、あくまで市町村の裁量で決められるものであり、社会保険の原則から外れるのではないか。また、柔軟な運営基準というが無資格で働く者が増えていくことを懸念する。基準を引き下げれば、介護職員の処遇悪化を招くことになる。ボランティアやＮＰＯ法人の活用に関しては、先進的な市町村による好事例が報告されている。地域福祉やコーディネートなどは従来、社会福祉協議会が担ってきたものであり、社会福祉協議会による地域福祉づくりを進めることも考えられる。

＜特別養護老人ホームの重点化について、その他＞

（委員）新たに特別養護老人ホームに入居できる高齢者を、要介護3から5の人に限定した当初の案に例外を認める考えが提示されているが、原則を大事にして、例外は極力なくすようにお願いする。

（委員）「家族等による十分なサポート期待できない」場合に特例として特養への入所を認めることになると、地域のサポートやサービスが充実していないという理由で特養に行くことにならないか。

（委員）中重度者がほとんどになると特養における急変の対応や看取りがさらに求められることから、人の配置にも言及すべき。また、現場で看取りを行おうとして施設長が認めないことがある。管理者としてどうあるべきかという研修が必要ではないか。

（連合委員）地域包括支援センターを市町村直営ではなく委託している場合の課題もあり、その対応を検討する必要がある。また、地方財政計画における行政需要をしっかり見積もるよう、関係省庁に働きかけるべき。

（老健局長）市町村をはじめ、いろんな立場からの意見を訊きながら議論を深めていき、事務局としてもよく検討していきたい。

次回の部会は、11月14日の予定。

